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＜10-12 月期 GDP2 次速報値は予想通り上方修正。一方、1-3 月期成長率予測は 3%を超える高成長へ。＞ 

 
先週(3/4-3/8)は、2 月の景気ウォッチャー調査、1 月の毎月勤労統計、消費総合指数、情報サービス業売上高、景気動

向指数及び国際収支状況が更新された。これらのデータは民間最終消費支出、民間企業設備、純輸出及び雇用者報酬の予

測に影響する。 

3 月 8 日に 10-12 月期 GDP2 次速報値が公表された。同期の実質 GDP 成長率は前期比年率+0.2%となり、1 次速報値

(-0.4%)から 0.6%ポイントの上方修正。2 次速報値は 10-12 月期の日本経済が 3 期ぶりに底打ちしたことを確認した。 

実質 GDP 上方修正の主要因は、民間最終消費支出及び民間企業設備である。民間最終消費支出は前期比年率+1.8%か

ら同+2.0%に上方修正された。1 次速報値発表後に上方修正の可能性を指摘していたがその通りの結果となった(日本経済

(週次)予測 2 月 18 日：No.36 参照)。というのも基礎統計である 10-12 月期の消費総合指数が同+3.8%と民間最終消費支

出の同+1.8%(1 次速報値)に比してかなり高かったからである。ただし、1月の消費総合指数発表時に 10-12月期は同+3.8%

から同+2.1%に下方修正されたため民間最終消費支出の伸びは当初の予想より小幅の上方修正にとどまった。 

民間企業設備も 1 次速報値の同-9.9%から同-5.7%へと上方修正された。2 次速報値推計の基礎データである法人企業統

計調査の結果を反映したものである(全産業ベースの企業設備投資は前期比+0.9%と 4 期ぶりのプラス)。 

新たな月次データを更新し、GDP2 次速報値を追加した結果、今週の CQM(支出サイド)は、1-3 月期の実質 GDP 成長

率を、内需の増加幅は拡大し、純輸出が反転拡大するため前期比年率+4.1%と予測する。先週の予測(+3.5%)から上方修

正された。また 2012 年度の実質 GDP 成長率を+1.1%(先週：+1.0%)と予測している。 

CQM 予測の動態：実質 GDP 成長率 
2013Q1 (%，前期比年率換算)  
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▶先週(3/4-3/8)発表された、1 月の毎

月勤労統計、消費総合指数、情報サー

ビス業売上高及び国際収支状況が今

週の予測で更新された。 
▶これらのデータは民間最終消費支

出、民間企業設備、純輸出及び雇用

者報酬の予測に影響する。 
▶GDP2 次速報値によれば、10-12 月

期実質 GDP 成長率は前期比年率

+0.2%となり、1 次速報値から 0.6%
ポイント上方修正。3 四半期ぶりに

日本経済の底打ちを確認した。 
▶上方修正の主要因は、民間最終消費

支出及び民間企業設備である。 
▶民間最終消費支出は前期比年率

+1.8%から同+2.0%に上方修正され

た。1 次速報値発表後に上方修正の

可能性を指摘していたがその通りの

結果となった。 
▶今週の CQM(支出サイド)は、1-3 月

期の実質 GDP 成長率を、内需の増

加幅は拡大し純輸出が反転拡大する

ため、同+4.1%と予測する。先週の

予測(+3.5%)から上方修正された。 
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内容に関するお問い合わせは下記まで
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